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インターネットの利用に抵抗がない 30 ～ 40 歳
代の共稼ぎや乳幼児を抱える世帯が中心であり，























配達区域 ･ 申込方法 ・ 配達可能地域を店舗ごとに設定，サービスカウンターへ申込み
配達スケジュール ・ 15 時までに購入した商品を，当日 18 時～ 20 時に配達




サービス名称 ・ 「らくだ便」（ネットスーパー会員向けのサービスアイテムの 1 つ）
配達区域 ･ 申込方法 ・ 指定地域の居住者，カートを係員に直接渡すためレジ待ちが不要
配達スケジュール ･ 開店から 15 時までに購入した商品を，当日 17 時までに配達




サービス名称 ・ 「当日便」（現在 1 店舗のみで実施，全顧客を対象に有料で実施）
配達区域 ･ 申込方法 ・ 配達地域を限定，レジで申込み（配達はヤマト運輸に委託）
配達スケジュール ・ 午前中の買物を 14 時以降，15 時までの買物を 18 時以降に配達




サービス名称 ・ 「通常配達便」（3,000 円以上の購入客を対象に無料で配達）
配達スケジュール ・ 当日及び翌日に配達（時間指定は不可）
サービス名称 ・ 「即日配達便」（2,000 円以上の購入客を対象に無料で配達）
配達スケジュール ・ 配達地域を限定し，18 時までに購入した商品（時間指定は要相談）
サービス名称 ・ 「しあわせ配達便」（70 歳以上，妊婦，障害者等を対象）
配達区域 ･ 申込方法 ・ 配達地域を限定，カウンターで登録（カード発行・ 以後カード提示）




配達区域 ･ 申込方法 ・ 配達希望商品を顧客がマイバックに詰め，カウンターで申込み
配達スケジュール
・ 15 時までに受付した商品を当日中（～ 21 時）に配達
・ 配達時間は，① 16 時～ 20 時，② 18 時～ 21 時の 2 種類から選択








・ 空き店舗に宅配所を開設。専従スタッフ 2 名が常駐。
・ 購入商品を顧客が宅配所に持ち込む。
料金
・ 70 歳以上と「横丁便メンバーズクラブ会員」は 100 円／回，2,000 円以上の

































・ 特定店舗（6 店）で会員制サービスとして展開。年会費 1,000 円。
・ 御用聞きは電話，FAX で 9 ～ 10 時半に注文受付，13 時から配達。
・ 店頭で販売する商品（一部除外，生鮮，冷凍食品も対象）
・ 店頭で購入した商品の宅配も実施。いずれも配送料は 105 円／回。
・ 商品配達時に家事雑用に対応。（有料 1,500 円／時，簡単業務は無料）
・ 12 年度までのサービス店舗では，年間無料サービスを 2,200 件／年，有料サ








・ スーパーなどを経営する地場企業が週 1 回，登録した顧客宅を訪問して注文
を受け，翌日配達する。Web，電話による注文も可能。買い物代行も実施。
・ 宅配料は 200 ～ 500 円（遠隔地）／回。
・ 顧客の大半は高齢者で常連客。個別客のニーズにキメ細かく対応。
  （ex. 歯の悪い人⇒寿司ネタからイカ・タコを除外）
・ 訪問時に家屋修繕，家電修理等の修繕要望があれば町内の業者に依頼。













・ 実際には NPO 法人と商店街組合との調整が進まず，事業実施に至らなかった。
















形式 ・ 店舗型。（全国 145 店で実施）
取扱い商品 ・ 取扱い商品は，チラシ掲載商品を含む店頭販売商品約 3 万点
注文方法 ・ 16 ～ 17 時を除く 23 時間に注文が可能。配達は注文当日（最短 4 時間），翌日の時間指定が可能
支払方法 ・ クレジットカード決済と配達時の代金引換払い（手数料は無料）から選択
ポイント付与 ・ クレジットカード決済のみポイント付与（1P ／ 200 円）。ネットスーパーでのポイント利用は不可
配送料
・ 315 円／回（一定金額以上の購入で無料。無料キャンペーンは 3 ～ 6 千円と店舗ごとに決定）






形式 ・ 店舗型（80 年代から宅配事業開始。05 年から Web 注文に切り替え。7 店舗で宅配を実施）
取扱い商品
・ 年 2 回「買物カタログ（基本商品）」を配布。マイコード商品（カタログにない商品）の登録も可
・ その他「ネット専用商品」「チラシ商品（特売品等）」の注文も可能。合計約 6,500 品目の品揃え
注文方法
・ 現状では 8 割強が Web 注文。電話，PC 代行入力（宅配会員）による注文も可能。
・ 午前 9 ～ 11 時の注文で，当日 17 時までに配達。会員に鍵付きロッカーを貸与し，不在時には収納
支払方法 ・ 銀行引き落とし
会員 ・ 現状の会員数約 1.5 万人（うちアクティブ会員が 1 万人強）。30 ～ 40 歳代が中心で，高齢者は 10%程度
配送料
配送方法
・ 500 円／月と 100 円／回の 2 タイプ。大半が月額会員。月額会員には，ロッカーの無料貸与，店舗
での購入商品の無料配送（らくだ便），安心クラブ（安否確認，御用聞き）の無料特典あり
・ 自社配送（配送車 100 台強，配送員もパート雇用）
利用状況
・ 平均注文件数は 2,300 件／日（7 店舗計，1,000 ～ 4,000 件／日，週 2 回のチラシ配布日の翌日は多い）
・ 平均客単価は 3,200 円。（店舗客単価 1,800 円）





・ 店舗型（受発注と宅配業務をヤマト運輸・ ヤマトシステム開発に委託）。対応店舗は 1 店舗
・ システム使用料は 15 万円／月。配送費は注文件数により宅配会社に支払う。（350 円／件）
取扱い商品 ・ 店頭商品（約 5,000 品目）。店舗でアソートした商品を宅配車両が回収し，センターで仕分，配達
注文方法
・ 朝 9 時までの注文は，県内全域当日配送。（9 時以降の注文は，当日あるいは翌日配送）
・ PC とスマホでの注文が可能。その他宅配会社が開発したタッチパネル端末からの注文も可能












・ 約 6,500 品目を品揃え。サミット商品（店頭売れ筋品），予約品（数量・期間限定品），ブルーバス
ケット
注文方法
   商品（プレミアム商品）等のカテゴリーを用意。定番商品（水・牛乳・卵等）は指定すると週 1 回
定期配送
・ 配送時間，料金は，注文・配送時間により数パターンに分類　（配送料金 105 円，315 円，420 円，
525 円）
配送料 ・ 購入金額 5,000 円以上（前日～当日 10 時の注文「お得便」では 3,000 円以上）で配送料無料








開始時期 ・ 2006 年 3 月（店舗販売のみでは売上確保が難しく，顧客のもとへ出向く販売へ）
販売地域 ・ 中山間地域の約 30 集落　・1 日に 12 集落程度を巡回し，各集落で週 2 回販売
販売車両 ・ 専用車両（3 ㌧車 1 台，2 ㌧車 2 台，軽トラック 1 台…軽トラックは戸別玄関先まで配達）
販売品目
・ 3 ㌧車 -800 品目，2 ㌧車 -500 品目を積載。冷凍・ 冷蔵ケースを設置。鮮魚が目玉商品
・ 当社はコンビニ・ローソンの FC であり，ローソンの惣菜，弁当類を移動販売
・ 売れた商品は，最寄り店舗に連絡し，店舗から補充することで品揃えを維持
顧客数・客単価 ・ 常連客中心で 60 人／日程度。平均客単価は 3,000 円程度
生協
（福井県）
開始時期 ・ 2009 年 10 月（上記地域スーパーの運営ノウハウの移転を受けて開始）
販売地域
・ 生協店舗の空白地域で出店要請の多い地域。中山間地域等で買い物不自由地域
・ 1 日に 10 ～ 15 集落を巡回。各集落に週 1 回販売









開始時期 ・ 2011 年 9 月（農協と商工会が連携し，障害者支援 NPO 法人に運営を委託してスタート）
販売地域 ・ 町内には生鮮品を販売する店舗が A コープとコンビニの 2 店舗のみ
販売車両 ・ 専用車両（2 ㌧車 1 台：事業費 1,500 万円のうち 1,000 万円は経産省補助金，他は JA 負担）
販売品目




・ 2013 年 9 月から A コープ直営事業として再スタート（A コープの営業日・時間短縮の代替措置）










・ サービス開始後 1 年程度で採算面から運営難に陥る。（350 食／日程度の注文量）







開始時期 ・ 2011 年 4 月（幅広い障害者自立支援事業を行う福祉法人が商店，農場と連携して実施）
販売地域 ・ 中山間地域 4 地区と東日本大震災で被災した山元町の仮設住宅（各地区週 1 回訪問）





・ 35 ～ 40 人／日の購入者数。約 3 万円／日を販売。（利用者は生協や個人業者との使い分け）
・ 販売商品は，地域の商店・農場からは販売価格の 8 割で仕入れ。ランニングコストが課題






開始時期 ・ 2011 年 5 月（孤独死の増加を契機に，商店街が地域スーパーの協力を得て事業を開始）
販売地域 ・ 市内全域が対象。買い物が不便でニーズの高い地区で駐車場が確保できることが条件
販売車両 ・ 専用車両（2 ㌧車 1 台：1,500 万円の車両代は経産省，堺市の補助金を受けて製造）
販売品目 ・ 地域スーパーと商店街から 400 品目を積載。スーパーから POS データに基づく売れ筋アドバイス

























































































運行開始時期 ・ 2005 年 1 月（前年の運行実験により高齢者の外出の増加等の成果が確認され本格運行）
運行ルート ・ 丘陵部住宅地と JR 駅間を循環するルート（延長約 4.3km，バス停数 9 ケ所）
運行車両 ・ ルートの道幅が狭く，カーブも多いため座席数 14，定員 31 名の小型バス（3 台）を導入
運行スケジュール ・ 通勤・ 通学時間帯：4 便／時，その他：2 便／時
運賃 ・ 大人 200 円，小人 100 円の均一料金　（定期券は持参方式：1 枚で家族誰でもが乗車可）
運行事業者 ・ 地元バス会社が社会貢献的な意識もあり実施（住民組織「バスを守る会」がバックアップ）
利用状況等






運行開始時期 ・ 2003 年 4 月（既存バス路線の廃止後，住民が協議会を設立し新バス事業を運営）
運行ルート ・ 近鉄駅・住宅地区・病院・スーパー等を結ぶ生活路線（延長約 9.5km，停留所数 31 ケ所）
運行車両 ・ 座席数 14，定員 29 名の小型バス（1 台）を導入（NPO が保有）
運行スケジュール ・ 5.5 往復／日（月～金曜日の週 5 日，午前 11 時台から午後 6 時台に運行）
運賃 ・ 100 円の均一料金
運行事業者 ・ 地元バス会社に運行委託
利用状況等
・ 100 人／日の安定的な利用 （下記応援券などで地域住民が利用促進運動を展開）
・ 運賃収入，地域企業の協賛金，市の補助金（年間約 350 万円・経費の約 1/3）で運営




運行開始時期 ･2011 年 11 月（住宅地区の店舗移転を機に，住宅地区と新店舗間を巡回するバスを運行）
運行ルート ・ 住宅地区と新店舗を結ぶ 3 コース （病院，銀行等の前でも停車：1 地区 25 ～ 40 分で巡回）
運行車両 ・ 25 人乗りマイクロバス








運行開始時期 ・ 2000 年 4 月（地域で 3 店舗を営業するスーパーが集客促進策として実施）
運行ルート ・ 商圏を 8 エリアに分け，2 エリア／日を巡回（既存停留所を利用するが柔軟な対応が可能）
運行車両 ・ 既存の路線バス車両　
運行スケジュール ・ 定休日（月曜）を除く平日 4 日運行。1 コースの来店客が買い物中に他のコースを巡回。
運賃 ・ 無料（経費は当スーパーが全額負担）
運行事業者 ・ 地元バス会社に委託（運転手は定年退職者を嘱託雇用）。委託経費は約 500 万円／年
利用状況等
・ バス来店客は約 500 人／月。（客単価 4 千円，粗利 23% としてバスの経費率は 20 ～ 23%）
・ 地域はスーパー激戦地。大手との差別化が必要との認識で同サービスを維持。




運行開始時期 ・ 2011 年 1 月（高齢者の外出が不自由な積雪期間に運行開始。毎週火・金曜日の週 2 日間運行）
運行ルート ・ 市街地中心部の旧店舗を待合室として，郊外のショッピングモール店舗までの区間
運行車両 ・ ジャンボタクシー車両（定員 9 人）




・ 2011 年 1 ～ 3 月の 20 日間で 422 人（約 21 人／日），2011 年 9 ～ 2012 年 3 月の 48 日間で







運行開始時期 ・ 2013 年 4 月（バス路線のない丘陵地の住宅団地 4 地区に居住する高齢者の買い物の送迎）
運行ルート ・ 住宅団地 4 地区と平場のスーパー間 1 ～ 2km
運行車両 ・ 7 人乗りワゴン車
























現状では概ね 3 ～ 11 万円である。また，採算分







































































店舗開設時期 ・ 2006 年 3 月（ボランタリーチェーンが掲げる「小商圏スーパー」の 1 号店を出店）
店舗面積
・ 約 100 坪（他店が撤退した後出店，商圏は半径 1km 程度を想定）
・ 「小商圏スーパー」は，本店周辺に 100 坪規模の衛星小型店を 5 店舗配置する「1+5」
モデル
品揃え等





・ 商圏人口が減少する中で 60 歳以上の客層の売上が増大（買い物場所が徒歩圏にシフト）
・ 商圏規模，売上規模に見合った店舗規模と運営体制（コスト圧縮による採算性確保）
今後の計画 ・ 売場面積 40 ㎡，約 1,000 品目の新業態を過疎地に出店。16 年度までに全国 30 店出店予定。
コンビニエンスストア
（北海道）






・ 北海道のブランド力を生かした PB 商品開発の注力，最近は本州小売業への卸売展開
買物弱者対応













・ 産地交流 & 伝統行事会（田植え・稲刈り・芋掘り・雛祭り・節分，七夕等），市民交流市
・ 家事支援（買い物・ 掃除・ 洗濯），外出介助（送迎），食品・弁当の宅配
経営状況
・ 一部の補助金を受けているが，会員の利用料，会費，寄付等で黒字経営




店舗開設時期 ・ 2011 年 3 月（地区唯一の食料品小売店であった A コープの撤退跡地を住民出資会社で運営）
店舗・施設構成 ・ 1 階が店舗，2 階に多目的施設（店舗を JA が行政に無償譲渡。行政が多目的施設として改修）
品揃え等 ・ JA の協力により，旧店舗とほぼ同様の品揃えを確保。正社員 2 人を雇用（人件費：約60 万円／月）
サービスメニュー
・ 各集落を巡回する買い物バスを週 1 回運行。買い物代行サービスも実施




・ 合同会社設立に当たって地域住民の 92% が 405 万円を出資。260 万円の運営協力金も
集まる
・ 買い物バスは，自由度の高い電動車での来店客が増え，乗客は減少。現在は，遠隔の集
落のみ週 1 回（土曜日）2 往復運行。1 日の利用者は 20 人程度






店舗開設時期 ・ 2011 年 4 月（JA 支所内の地区唯一の個人商店が閉店。地域住民の要望で JA と自治会が協力し出店。）
店舗・施設構成 ・ 売場面積 85 ㎡（中山間地域で地区内に食品・雑貨の販売店がなく，地区外の商店まで約 10km もある。）
品揃え等 ・ 生鮮 3 品，冷凍食品，加工食品，惣菜等の食料品
運営状況
利用状況等
・ 運営は地区自治会の購買部会が運営。年初 3 日と日・ 祝日以外の 10 ～ 18 時に営業
・ 電話注文による宅配を実施。（宅配業務は，購買部会員が交代で対応）
・ JA は，店舗賃料のディスカウントと仕入れ先の紹介等で協力





























































































































































































った 2009 年 2 月に再出店された。その大きな理















現在人口は 1.2 万人弱，高齢化率は 37% と過疎
と高齢化の進展が著しい。そのため，赤平市内の
商店数は1997年の217店から2007年の160店へ，
飲食料品小売業も同 75 店から 45 店へと大幅に減
少した。
赤平市民の購買行動は，隣接する滝川市内の商







































































住民（約 27 万人）の 75％に買い物の場を提供す
ることを計画している。（23）その一環として，あか
びら店でも 2011 年 3 月からサービスを開始した。
販売車 1 台でスタートしたが，同年 4 月に 1 台増



































































































































































































































































































（1）. 例えば，読売新聞（東京朝刊・生活 A 面）で連載さ
れた［生活ドキュメント］「買物難民」特集　2009 年








2010 年 5 月）　
（4）. 2012 年度における関係府省（国）の買い物弱者対策
関連事業は以下の通りである。
























































兆 6,517 億円（対前年比▲ 0.9%），うち店舗供給高は
8,843 億円（同▲ 3.8%）で，店舗事業の経常余剰は▲
217 億円と赤字額が拡大している。































す。都市計画法と中心市街地活性化法が 2006 年 5 月











（18）. 全日食チェーン（中小スーパー約 180 社が加盟する
共同仕入れ会社）は，過疎地の高齢者等を対象にした




1 日 10 万円程度の売上でも採算が取れるオペレーシ
ョンを行う。今後，2016 年までに全国で 30 店以上の
出店を計画している。
（19）. 財）社会保障・人口問題研究所の予測（2012 年 1 月
予測：出生率・死亡率ともに中位）によると，前期高
齢者（65 ～ 74 歳）の数は 2016 年に 1,762 万人でピー
クとなり，その後は 1970 年代生まれの第 2 次ベビー
ブーム世代が高齢者になり始める 2030 年代までは一
貫して減少する見込みである。一方，後期高齢者（75















に占める比率）は 52.7%（2012 年 3 月），事業高は
2,547 億円と日本でも最大級の生協である。事業内容
は，店舗事業（106 店舗）が 1,752 億円（68.8%），宅
配事業（30 センター，17 市 5 町に配送）が 743 億円
（29.2%），共済事業等が 52 億円（2.0%）となっている。
（2013 年 3 月）
（22）. 2013 年 8 月 28 日訪問






（24）. 2013 年 9 月 30 日（月）に芦別市西芦別方面のコー
事　業　内　容　等 事業数
① . 買い物バス，移動支援事業 119
② . 宅配事業（買い物代行を含む）支援事業  73
③ . 移動販売事業支援関連  56
④ . ミニ店舗開設支援関連  32
⑤ . 生活支援サービス関連  34
⑥ . 商店街活性化関連  26
⑦ . 配食サービス関連  18










週 3 日～ 6 日の配食コースが設定されており，利用者
に手渡しすることで安否確認を行う。
（27）. 炭鉱住宅は，炭鉱周辺に形成された炭鉱労働者用の
社宅で，炭鉱会社ごとに集合住宅として建設された。
赤平市内では住友石炭鉱業の社宅を中心に赤平地区，
茂尻地区，平岸地区などに多くの炭鉱住宅が建設され
た。これまでに老朽化，空き家化して取り壊された住
棟も少なくないが，現在でも相当数が存在する。
